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１
　
は
じ
め
に
 

 　
米
国
で
は
1
9
7
0
年
代
後
半
か
ら
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
、
環
境
問
題
そ
し
て
余
剰
農
産
物

問
題
へ
の
対
応
か
ら
、
と
う
も
ろ
こ
し
を
主

原
料
と
し
た
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
生
産
お

よ
び
ガ
ソ
リ
ン
へ
の
混
合
が
実
施
さ
れ
て
い

る
。
特
に
、
1
9
9
0
年
以
降
は
改
正
大
気

浄
化
法
施
行
や
M
T
B
E
（
メ
チ
ル
・
タ
ー

シ
ャ
リ
ー
・
ブ
チ
ル
・
エ
ー
テ
ル
）　（1）
の
代
替

に
よ
り
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
需
要
が
増
加

し
た
。
2
0
0
6
／
0
7
年
度
で
は
、
と
う

も
ろ
こ
し
生
産
量
の
27
・
3
％
が
バ
イ
オ
エ

タ
ノ
ー
ル
需
要
量
に
仕
向
け
ら
れ
る
こ
と
が

見
込
ま
れ
て
お
り
（U

SD
A

‐F
A

S

 2007

）、

今
後
、
こ
の
仕
向
け
割
合
は
増
加
し
、
と
う

も
ろ
こ
し
需
給
に
も
影
響
を
与
え
て
い
く
こ

と
が
米
国
農
務
省
等
に
よ
り
予
測
さ
れ
て
い

る
。
本
稿
で
は
、
米
国
に
お
け
る
最
近
の
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
政
策
の
展
開
（
平
成
19
年

8
月
現
在
）
と
米
国
の
農
畜
産
物
需
給
に
与

え
る
影
響
を
中
心
と
し
た
課
題
に
つ
い
て
紹

介
し
た
い
。
 

 
2
　
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
 

　
　
政
策
の
展
開
と
需
給
動
向
 

 　
米
国
に
お
け
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
開

発
の
歴
史
は
、
ヘ
ン
リ
ー
・
フ
ォ
ー
ド
が
開

発
し
た
1
9
1
9
年
製
Ｔ
型
フ
ォ
ー
ド
に
ま

で
遡
る
が
、
1
9
7
3
年
の
第
１
次
オ
イ
ル

シ
ョ
ッ
ク
を
契
機
と
す
る
原
油
価
格
の
高
騰

を
契
機
に
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
は
、
ガ
ソ

リ
ン
代
替
燃
料
と
し
て
脚
光
を
浴
び
る
こ
と

と
な
っ
た
。
 

　
1
9
7
0
年
に
施
行
さ
れ
た
「
大
気
浄
化

法
」（C

lean 
A

ir 
A

ct
）は
、
1
9
7
7
年

に
改
正
さ
れ
、
同
法
に
よ
り
含
酸
素
燃
料
で

あ
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
使
用
を
米
国
政

府
が
初
め
て
認
可
し
た
。
1
9
7
8
年
に
は

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
税
法
」（E

nergy T
ax A

ct
）

が
成
立
し
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
10
％
以
上

を
混
合
し
た
ガ
ソ
リ
ン
に
対
し
連
邦
税
が
減

免
さ
れ
た
。
1
9
9
0
年
に
は
改
正
大
気
浄

化
法（C

lean A
ir A

ct A
m

endm
ents

）

の
施
行
に
よ
り
、
連
邦
政
府
の
環
境
基
準
の

う
ち
、
オ
ゾ
ン
の
基
準
値
が
達
成
で
き
て
い

な
い
地
域
を
対
象
に
、
E
P
A
（
環
境
保
護

局
）
か
ら
含
酸
素
燃
料
の
添
加
（
2
・
0
〜

2
・
7
％
）
が
義
務
付
け
ら
れ
た
。
こ
の
た

め
、
米
国
で
は
オ
ク
タ
ン
価
が
向
上
し
、
一

酸
化
炭
素
排
出
削
減
効
果
の
あ
る
バ
イ
オ
エ

タ
ノ
ー
ル
お
よ
び
M
T
B
E
（
メ
チ
ル
・
タ

ー
シ
ャ
リ
ー
・
ブ
チ
ル
・
エ
ー
テ
ル
）
が
ガ

ソ
リ
ン
添
加
剤
と
し
て
需
要
が
拡
大
し
た
。

し
か
し
、
地
中
に
埋
め
ら
れ
た
パ
イ
プ
ラ
イ

ン
や
ガ
ソ
リ
ン
タ
ン
ク
の
亀
裂
に
よ
っ
て
漏

れ
た
M
T
B
E
が
地
下
水
を
汚
染
し
、

M
T
B
E
が
混
入
し
た
飲
料
水
に
発
癌
性
の

疑
い
が
あ
る
こ
と
が
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州

の
調
査
で
判
明
し
た
。
こ
の
た
め
、

1
9
9
9
年
３
月
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
は
、

ガ
ソ
リ
ン
へ
の
添
加
物
で
あ
る
M
T
B
E
の

使
用
を
禁
止
す
る
決
定
を
行
っ
た
こ
と
を
契

機
に
、
25
州
が
M
T
B
E
の
使
用
を
禁
止
す

る
こ
と
を
表
明
し
て
い
る
。
 

　
米
国
で
は
、
連
邦
政
府
に
よ
る
バ
イ
オ
エ

タ
ノ
ー
ル
を
ガ
ソ
リ
ン
に
混
合
し
た
燃
料
に

対
す
る
ガ
ソ
リ
ン
税
を
控
除
す
る
優
遇
税
制

措
置
（
51
セ
ン
ト
／
ガ
ロ
ン
　（2）
）
を
適
用
す

る
と
と
も
に
、
輸
入
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
に

対
し
て
54
セ
ン
ト
／
ガ
ロ
ン
（
14
・
3
セ
ン

ト
／
リ
ッ
ト
ル
）
の
関
税
を
賦
課
す
る
こ
と

に
よ
り
、
国
内
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
産
業
を

保
護
し
て
い
る
　（3）
。
ま
た
、
小
規
模
バ
イ
オ

エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
者
に
対
す
る
所
得
税
控
除

や
商
品
金
融
公
社
（
C
C
C
）
に
よ
る
バ
イ

オ
エ
タ
ノ
ー
ル
製
造
業
者
に
対
す
る
補
助
措

置
等
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
連
邦
政
府
と
は
別

に
州
政
府
で
も
、
10
州
で
は
ガ
ソ
リ
ン
売
上

税
の
減
免
措
置
を
行
っ
て
い
る
ほ
か
、
17
州

で
は
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
製
造
業
者
に
対
す

る
補
助
措
置
を
行
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、

米
国
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
・
流
通
に

お
い
て
は
、
連
邦
お
よ
び
州
政
府
か
ら
の
税

制
優
遇
措
置
、
助
成
措
置
が
充
実
し
て
い
る

こ
と
が
大
き
な
特
徴
で
あ
る
。
 

　
米
国
に
お
け
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
需
要

量
は
、
1
9
9
2
年
に
7
2
0
百
万
ガ
ロ
ン

（
２
７
２
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）
か
ら
２
０
０
４

年
に
は
2
、
3
5
7
百
万
ガ
ロ
ン
（
８
９
２

万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）へ
と
拡
大
す
る
一
方
、
Ｍ

Ｔ
Ｂ
Ｅ
需
要
量
は
1
9
9
2
年
に
は
、
11
・

8
億
ガ
ロ
ン
（
4
4
5
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）

か
ら
1
9
9
9
年
に
は
34
・
1
億
ガ
ロ
ン（
１
、

２
８
９
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）へ
と
拡
大
し
た
が
、

2
0
0
2
年
以
降
は
下
落
傾
向
に
あ
り
、２
０

０
４
年
は
18
・2
億
ガ
ロ
ン（
6
8
7
万
キ
ロ
リ

ッ
ト
ル
）と
な
っ
た（U

SD
E

‐EIA
2006

）。こ

の
よ
う
に
、米
国
に
お
け
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー

ル
の
需
要
量
は
、
２
０
０
２
年
以
降
、

M
T
B
E
使
用
禁
止
に
よ
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー

ル
へ
の
代
替
の
動
き
か
ら
急
速
に
増
加
し
た
。 

　
生
産
量
に
つ
い
て
は
１
９
９
０
年
か
ら
２



資料：RFA（ 2007） 

資料：RFA（ 2007）　（注）製造能力は年初の推計値 

第1図　米国におけるバイオエタノール生産量の推移 

第1表　米国におけるバイオエタノール生産能力の推移 
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0
1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006

（百万ガロン） 

 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 
稼働工場数 50 54 56 61 68 72 81 95 110 
　うち農家所有 14 18 21 25 28 33 40 46 46 
製造能力（万キロリットル） 644.1 661.9 727.4 888.5 1,024.5 1,173.7 1,379.1 1,641.3 2,079.3 
　うち農家所有 111.0 128.8 179.0 244.4 301.5 394.1 525.6 634.8 634.8 
新規建設・拡張工事中工場数 5 6 5 13 11 15 16 31 76 
　うち農家所有 14 18 21 25 28 33 40 46 46 
新規建設・拡張工事中工場 29.1 34.6 24.5 147.9 182.8 226.3 285.4 673.0 2,133.0 　製造能力（万キロリットル） 
　うち農家所有 29.1 22.7 22.7 126.8 120.4 169.2 170.3 70.8 70.8

2006年大統領一般教書演説、2005年
エネルギー政策法施行により再生可能
燃料基準（RFS）導入（2006）、国際原
油価格（ＷＴＩ）63.8ドル／バレル（2006.9） 

2005年エネルギー政策法成
立、国際原油価格高騰（2005） 

カリフォルニア州MTBE
の使用禁止を表明（1999） 

改正大気浄化
法施行（1990） 
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０
０
６
年
に
か
け
て
年
平
均
10
・
4
％
増
加

し
て
お
り
、
特
に
2
0
0
0
年
以
降
は
Ｍ
Ｔ

Ｂ
Ｅ
か
ら
の
代
替
効
果
に
よ
り
、
同
16
・
9

％
増
加
し
て
い
る
（
第
１
図
）
。
米
国
は

2
0
0
5
年
に
は
ブ
ラ
ジ
ル
を
抜
い
て
世
界

最
大
の
生
産
国
と
な
り
、
こ
れ
以
降
も
拡
大

を
続
け
て
お
り
、
2
0
0
7
年
の
生
産
量
は

世
界
の
生
産
量
の
42
％
を
占
め
る
2
、

6
0
8
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
と
な
る
こ
と
が
見

込
ま
れ
て
い
る（F

.O
.L

icht 
2007

）。
ま

た
、
2
0
0
7
年
1
月
現
在
、
米
国
で
は
１

１
０
の
工
場
で
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
が
生
産

さ
れ
て
お
り
、
現
在
の
製
造
能
力
は
54
・
9

億
ガ
ロ
ン
（
2
、
0
7
9
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）

で
あ
る
。
こ
の
他
に
、
現
在
76
の
新
規
の
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
工
場
が
建
設
中
ま
た
は
拡

張
工
事
中
で
あ
り
、
2
0
0
7
年
に
は
56
・

4
億
ガ
ロ
ン
（
2
、
1
3
3
万
キ
ロ
リ
ッ
ト

ル
）
の
製
造
能
力
が
追
加
さ
れ
る
こ
と
に
な

る
（
第
１
表
）
。
　
 

　
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
製
造
に
は
、
ド
ラ
イ

ミ
ル
と
ウ
ェ
ッ
ト
ミ
ル
と
い
う
製
造
法
が
あ

る
。
2
0
0
6
年
時
点
で
は
79
％
が
ド
ラ

イ
ミ
ル
に
よ
り
製
造
さ
れ
て
お
り
、
21
％
が

ウ
ェ
ッ
ト
ミ
ル
に
よ
り
製
造
さ
れ
て
い
る
（
R
F
S
 

2
0
0
6
）。
ド
ラ
イ
ミ
ル
製
造
法
で
は
、

副
産
物
と
し
て

D
D
G
（
デ
ィ
ス

チ
ラ
ー
ズ
・
ド
ラ

イ
ド
・
グ
レ
イ
ン
）

が
発
生
す
る
。
こ

の
Ｄ
Ｄ
Ｇ
は
、
２

０
０
５
年
に
は
乳

牛
生
産
に
45
％
、

牛
肉
生
産
に
37
％
、

豚
肉
生
産
に
13
％
、

鶏
肉
生
産
に
5
％

が
使
用
さ
れ
て
い

る
（
Ｒ
Ｆ
Ａ
２
０

０
６
）。
し
か
し

な
が
ら
、
Ｄ
Ｄ
Ｇ

に
関
し
て
は
、
蛋

白
質
成
分
で
は
大

豆
ミ
ー
ル
に
比
べ

て
低
く
、
ア
ミ
ノ

酸
を
ほ
と
ん
ど
含

ま
な
い
た
め
豚
・

鶏
肉
用
飼
料
と
し
て
は
使
用
し
に
く
い
等
の

課
題
が
あ
り
、
今
後
、
こ
れ
ら
の
成
分
向
上

に
向
け
た
研
究
開
発
が
D
D
G
の
普
及
の

た
め
に
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。 

 
3
　
今
後
の
政
策
の
 

　
　
展
開
方
向
 

 　
米
国
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
全
般
の

中
期
的
な
政
策
指
針
を
定
め
た
「
2
0
0
5

年
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
法
（E

nergy 
P

olicy 
A

ct 
of 

2005

）
」
は
2
0
0
5
年
８
月
８

日
に
成
立
し
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
を
主
と

す
る
再
生
可
能
燃
料
の
使
用
量
を
義
務
付
け

る
「
再
生
可
能
燃
料
基
準
（R

F
S, R

enew
-

able 
F

uel 
Standard

）
」
が
盛
り
込
ま

れ
た
。
再
生
可
能
燃
料
基
準
で
は
、
自
動
車

燃
料
に
含
ま
れ
る
バ
イ
オ
燃
料
の
使
用
量
を

2
0
0
6
年
の
40
億
ガ
ロ
ン（
1
、5
1
4

万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）か
ら
2
0
1
2
年
ま
で

に
年
間
75
億
ガ
ロ
ン（
2
、8
3
9
万
キ
ロ

リ
ッ
ト
ル
）ま
で
拡
大
す
る
こ
と
を
義
務
化

し
た
。
ま
た
、
再
生
可
能
燃
料
使
用
に
際
し

て
は
、
1
3
0
億
ド
ル
も
の
連
邦
税
の
控
除

も
認
め
ら
れ
た
。
 

　
ブ
ッ
シ
ュ
大
統
領
は
、
2
0
0
6
年
一
般

教
書
演
説
に
お
い
て
米
国
が
石
油
依
存
度
を

下
げ
る
重
要
性
を
示
し
、
こ
の
対
策
と
し
て
、

2
0
1
2
年
ま
で
に
、
わ
ら
、
干
し
草
、
木

材
チ
ッ
プ
等
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
か
ら
の
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
実
用
化
や
石
油
代
替
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
技
術
開
発
を
重
点
項
目
と
し
て

示
し
た
。
 

　
さ
ら
に
、
2
0
0
7
年
米
国
大
統
領
一
般

教
書
演
説
に
お
い
て
、
中
東
諸
国
に
対
す
る

石
油
依
存
度
を
軽
減
す
る
た
め
に
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
多
様
化
を
推
進
し
、
今
後
10
年
間
で
ガ

ソ
リ
ン
消
費
量
を
20
％
削
減
す
る
目
標
を
表

明
し
た
。
バ
イ
オ
燃
料
に
つ
い
て
は
木
材
チ

ッ
プ
、
牧
草
、
農
業
廃
棄
物
な
ど
を
原
料
と

す
る
新
た
な
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
技
術

の
開
発
等
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
２
０
１

７
年
ま
で
に
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
を
中
心
と

す
る
再
生
可
能
燃
料
に
つ
い
て
の
義
務
目
標

を
年
間
3
5
0
億
ガ
ロ
ン
（
約
1
3
、
２
０

０
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）
に
設
定
す
る
必
要
性

を
訴
え
た
。
こ
の
目
標
自
体
は
法
的
拘
束
力

を
有
し
な
い
も
の
の
、
現
行
の
義
務
目
標
を

超
え
る
更
な
る
再
生
可
能
燃
料
義
務
目
標
が

米
国
上
・
下
院
議
会
に
提
案
さ
れ
て
い
る
。

2
0
0
7
年
5
月
ま
で
に
、
上
院
に
16
、
下

院
に
28
も
の
現
行
の
義
務
目
標
を
超
え
る
更

な
る
再
生
可
能
燃
料
義
務
目
標
を
含
ん
だ
法

案
が
提
出
さ
れ
た
。
そ
の
う
ち
、
代
表
的
な

も
の
と
し
て
は
、
上
院
農
業
委
員
会
委
員
長

で
あ
る
ハ
ー
キ
ン
議
員
ら
に
よ
る
再
生
可
能

燃
料
使
用
基
準
を
2
0
2
0
年
ま
で
に
年
間

３
０
０
億
ガ
ロ
ン（
１
億
１
、4
0
0
万
キ
ロ

リ
ッ
ト
ル
）、2
0
3
0
年
ま
で
に
同
６
０
０

億
ガ
ロ
ン（
2
億
2
、8
0
0
万
キ
ロ
リ
ッ
ト

ル
）ま
で
引
き
上
げ
る
法
案（
2
0
0
7
年
１

月
）や
上
院
ビ
ン
ガ
マ
ン・エ
ネ
ル
ギ
ー
委
員

会
委
員
長
ら
に
よ
る
2
0
2
2
年
ま
で
に
バ

イ
オ
燃
料
使
用
量
を
3
6
0
億
ガ
ロ
ン
（
１

億
3
、6
0
0
万
キ
ロ
リ
ッ
ト
ル
）ま
で
引
き

上
げ
る
法
案
（
2
0
0
7
年
4
月
）
で
あ
る
。
 

　
2
0
0
7
年
6
月
に
可
決
さ
れ
た
「
エ
ネ

ル
ギ
ー
政
策
法
」
上
院
案
で
は
、
2
0
2
2



資料：USDA（ 2007） 

（単位：1,000トン） 第2表　米国におけるとうもろこし需給予測 

生産量 輸入量 需要量 期末 
在庫量 

輸出量 うち 
飼料用 

うちバイオ 
エタノール用 

2005/06 282,245 229  54,534 50,063 231,572 155,854 40,716 
2006/07 272,923 254  55,880 23,749 243,586 153,670 54,610 
2007/08 306,451 381  48,895 16,764 264.922 147,955 81,280 
2008/09 322,072 508  46,990 15,748 276,606 146,685 93,980 
2009/10 326,009 635  46,990 14,732 280,670 145,415 99,060 
2010/11 334,010 508  48,895 16,256 284,099 146,050 101,600 
2011/12 337,947 508  50,800 17,018 286,893 146,685 103,505 
2012/13 342,011 508  52,070 17,780 289,687 147,320 105,410 
2013/14 345,948 508  53,340 18,415 292,481 148,590 106,680 
2014/15 350,012 508  54,610 19,050 295,275 149,860 107,950 
2015/16 353,949 508  55,880 19,431 298,196 151,130 109,220 
2016/17 358,013 508  57,150 20,447 300,355 151,765 110,490 
2005/06～ 
2015/16年度 2.0％ 6.9％ 0.4％ －7.2％ 2.2％ －0.2％ 8.7％ 
平均増加率 

年
ま
で
に
3
6
0
億
ガ
ロ
ン
の
再
生
可
能
燃

料
基
準
を
導
入
し
、
う
ち
２
１
０
億
ガ
ロ
ン

は
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
由
来
の
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
等
を
義
務
付
け
る
案
が
示
さ
れ
た
。

一
方
、
2
0
0
7
年
8
月
に
可
決
さ
れ
た
同

法
下
院
案
で
は
、
現
行
を
上
回
る
更
な
る
再

生
可
能
燃
料
基
準
の
導
入
は
盛
り
込
ま
れ
な

か
っ
た
。
再
生
可
能
燃
料
基
準
以
外
に
も
「
エ

ネ
ル
ギ
ー
政
策
法
」
上
下
院
案
で
は
そ
の
内

容
に
大
き
な
隔
た
り
が
あ
る
た
め
、
両
院
協

議
会
で
一
本
化
の
作
業
が
行
わ
れ
て
い
る
（
2
0
0
7

年
8
月
現
在
）
。
 

　
ま
た
、
2
0
0
7
年
一
般
教
書
演
説
の
後

に
、
米
国
農
務
省
で
は
2
0
0
7
年
農
業
法

に
関
す
る
政
府
提
案
と
し
て
セ
ル
ロ
ー
ス
系

原
料
か
ら
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
に
関

す
る
調
査
・
研
究
お
よ
び
生
産
振
興
に
対
し

て
新
規
に
16
億
ド
ル
の
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
を

発
表
し
た
。
さ
ら
に
、
連
邦
政
府
に
よ
る
再

生
可
能
燃
料
基
準
と
は
別
に
各
州
が
独
自
に

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
最
低
使
用
基
準
を
設

定
す
る
動
き
が
あ
る
。
ミ
ネ
ソ
タ
州
で
は
２

０
０
５
年
か
ら
E
10 
　（4）
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー

ル
最
低
使
用
基
準
を
定
め
（
2
0
1
2
年
か

ら
は
E
20
も
決
定
）
、
モ
ン
タ
ナ
州
で
も
２

０
０
５
年
か
ら
E
10
の
最
低
使
用
基
準
を
、

２
０
０
６
年
か
ら
ハ
ワ
イ
州
で
も
E
10
の
最

低
使
用
基
準
を
、
ミ
ズ
ー
リ
州
で
は
２
０
０

８
年
か
ら
E
10
の
最
低
使
用
基
準
を
、
ワ
シ

ン
ト
ン
州
で
も
2
0
0
8
年
か
ら
E
2
　（5）
の

最
低
使
用
基
準
を
定
め
て
い
る
。
ま
た
、
他

の
州
に
お
い
て
も
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
最

低
使
用
基
準
を
定
め
る
法
案
が
各
州
議
会
に

提
出
さ
れ
て
い
る
。
 

 
　
　
今
後
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
 

4
　
お
よ
び
と
う
も
ろ
こ
し
を
中
 

　
　
心
と
し
た
農
産
物
需
給
展
望
 

 　
米
国
農
務
省
が
2
0
0
7
年
2
月
に
発
表

し
た"U

SD
A

 A
gricultural B

aseline 
Projections to 2016"（U

SD
A

 2007

）で

は
、
平
年
並
み
の
天
候
お
よ
び
現
行
の
農
業

政
策
が
、
米
国
の
み
な
ら
ず
世
界
各
国
・
地

域
に
お
い
て
今
後
も
継
続
す
る
等
の
前
提
に

お
い
て
、
米
国
の
と
う
も
ろ
こ
し
生
産
量
は
、

2
0
0
5
／
0
6
年
度
か
ら
2
0
1
6
／
17

年
度
に
か
け
て
年
平
均
2
・
0
％
増
加
す
る

こ
と
が
予
測
さ
れ
て
い
る
（
第
2
表
）
。
同

期
間
中
、
総
需
要
量
は
年
平
均
2
・
2
％
の

増
加
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の
う
ち
飼
料
用
需

要
量
は
同
0
・
2
％
の
減
少
、
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
用
需
要
量
は
他
用
途
の
需
要
に
比
べ

て
著
し
く
高
い
同
8
・
7
％
の
増
加
が
予
測

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル

用
需
要
量
の
全
需
要
量
に
占
め
る
割
合
も
、

２
０
０
５
／
０
６
年
度
の
17
・
6
％
か
ら
２

０
１
６
／
１
７
年
度
の
36
・
8
％
に
拡
大
し
、

と
う
も
ろ
こ
し
全
需
要
量
に
占
め
る
バ
イ
オ

エ
タ
ノ
ー
ル
用
需
要
量
は
、
今
後
も
拡
大
す

る
こ
と
が
予
測
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
期

末
在
庫
量
は
同
期
間
中
、
年
平
均
7
・
2
％

減
少
す
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
て
お
り
、

2
0
0
5
/
0
6
年
度
に
5
0
、
0
6
3
千
ト
ン

あ
っ
た
期
末
在
庫
量
は
、
2
0
1
6
／
1
7
年
度

に
は
2
0
、
4
4
7
千
ト
ン
と
半
分
以
下
の
水

準
と
な
り
、
と
う
も
ろ
こ
し
の
生
産
者
価
格

は
予
測
期
間
中
、
年
平
均
4
・
3
％
の
上
昇

と
な
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
て
い
る
。
 

　
米
国
農
務
省
が
2
0
0
7
年
5
月
に
発
表

し
た
レ
ポ
ー
ト（"E

thanol E
xpansion in 

the U
nited States-H

ow
 w

ill the A
gri-

cultural Sector A
djust?"

）
で
は
、
上

記
予
測
の
解
説
版
と
し
て
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ

ー
ル
需
要
拡
大
に
よ
り
、
今
後
も
と
う
も
ろ

こ
し
価
格
は
上
昇
す
る
と
い
う
直
接
的
影
響

の
他
に
、
間
接
的
影
響
と
し
て
２
０
０
５
/

０
６
年
度
か
ら
２
０
１
６
/
１
７
年
度
の
予

測
期
間
中
　（6）
、
大
豆
価
格
の
上
昇
（
予
測
期

間
中
年
平
均
1
・
5
％
上
昇
）、
飼
料
価
格

上
昇
に
よ
る
畜
産
物
小
売
価
格
の
上
昇
（
予

測
期
間
中
牛
肉
年
平
均
1
・
5
％
上
昇
、
豚

肉
同
１
・
4
％
上
昇
、
鶏
肉
同
１
・
6
％
上

昇
）
を
も
た
ら
す
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。

ま
た
、
こ
れ
ら
の
価
格
上
昇
に
よ
り
、
農
家

の
純
所
得
が
増
加
し
て
い
る
点
も
指
摘
し
て

い
る
。
 

　
ま
た
、
ア
イ
オ
ワ
州
立
大
学
の
研
究
チ
ー

ム
は
2
0
0
7
年
5
月
に
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー

ル
生
産
の
増
加
に
伴
う
飼
料
価
格
高
騰
等
に

よ
り
、
10
年
後
の
食
品
価
格
は
上
昇
す
る
と

の
研
究
成
果
を
発
表
し
た（T

okgoz etc. 
2007

）。
特
に
、
予
測
期
間
で
あ
る
２
０
０

６
〜
２
０
１
６
年
に
か
け
て
輸
入
原
油
価
格

が
約
60
〜
54
ド
ル
／
バ
レ
ル
で
推
移
す
る
こ

と
を
前
提
と
し
た
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
予
測
に
対

し
て
、
予
測
期
間
中
更
に
10
ド
ル
／
バ
レ
ル

上
昇
す
る
シ
ナ
リ
オ
を
設
定
し
た
と
こ
ろ
、

ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
予
測
に
対
し
て
2
0
1
6
年

の
米
国
の
食
肉
価
格
全
体
で
6
・
3
％
、
う

ち
鶏
肉
価
格
が
8
・
5
％
、
豚
肉
価
格
が
7
・

5
％
、
牛
肉
価
格
が
6
・
8
％
上
昇
し
、
米

国
の
と
う
も
ろ
こ
し
輸
出
量
は
62
・
8
％
減

少
す
る
こ
と
等
を
予
測
し
て
い
る
　（7）
。
な
お
、

ア
イ
オ
ワ
州
立
大
学
が
行
っ
た
本
研
究
は
、

米
国
食
肉
協
会
（
A
M
I
）
、
全
国
肉
用
牛

生
産
者
牛
肉
協
会
（
N
C
B
A
）
が
ス
ポ
ン

サ
ー
と
な
り
、
米
国
農
務
省
等
か
ら
の
補
助

金
も
受
け
て
行
っ
た
も
の
で
あ
る
た
め
、
バ

イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
需
要
拡
大
に
よ
る
飼
料
価

格
高
騰
を
懸
念
す
る
畜
産
、
食
肉
団
体
の
意

向
が
強
く
働
い
て
い
る
点
に
留
意
す
る
必
要

が
あ
る
。
 

 
5
　
お
わ
り
に
 

 　
2
0
0
5
年
に
米
国
は
、
こ
れ
ま
で
最
大

動向解析 



エタノール専用ガソリンスタンド（アメリカ・
イリノイ州） 

の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
国
で
あ
っ
た
ブ

ラ
ジ
ル
を
抜
い
て
世
界
最
大
の
生
産
国
と
な

り
、
2
0
0
7
年
に
は
世
界
の
バ
イ
オ
エ
タ

ノ
ー
ル
生
産
の
42
％
を
占
め
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
て
い
る
。
特
に
、
2
0
0
6
年
以
降
、

米
国
で
は
「
石
油
の
中
東
依
存
」
体
質
か
ら

の
脱
却
と
い
う
国
家
と
し
て
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

安
全
保
障
上
の
課
題
を
強
力
な
イ
ン
セ
ン
テ

ィ
ブ
と
し
、
再
生
可
能
燃
料
と
し
て
の
バ
イ

オ
エ
タ
ノ
ー
ル
の
更
な
る
普
及
拡
大
を
図
る

と
と
も
に
大
幅
な
増
産
を
行
っ
て
い
る
。
２

０
０
７
年
一
般
教
書
演
説
に
お
い
て
、
大
統

領
が
２
０
１
７
年
ま
で
の
再
生
可
能
燃
料
基

準
を
3
5
0
億
ガ
ロ
ン
に
設
定
す
る
必
要
性

を
訴
え
た
。
2
0
0
7
年
6
月
に
可
決
さ
れ

た
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
法
」
上
院
案
で
は
、

２
０
２
２
年
ま
で
に
3
6
0
億
ガ
ロ
ン
の
再

生
可
能
燃
料
基
準
を
導
入
し
、
う
ち
2
１
0

億
ガ
ロ
ン
以
上
は
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
由
来

の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
等
を
義
務
付
け
る
案

が
示
さ
れ
た
。
一
方
、
２
０
０
７
年
8
月
に

可
決
さ
れ
た
同
法
下
院
案
で
は
、
現
行
を
上

回
る
更
な
る
再
生
可
能
燃
料
基
準
の
導
入
は

盛
り
込
ま
れ
な
か
っ
た
。
再
生
可
能
燃
料
基

準
以
外
に
も
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
法
」
上
下

院
案
で
は
そ
の
内
容
に
大
き
な
隔
た
り
が
あ

る
た
め
、
両
院
協
議
会
で
一
本
化
の
作
業
が

行
わ
れ
て
い
る
。
 

　
米
国
政
府
は
、
中
長
期
的
に
セ
ル
ロ
ー
ス

系
原
料
由
来
の
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
を

拡
大
し
て
い
く
方
針
を
示
し
て
お
り
、
こ
れ

が
現
実
化
す
れ
ば
と
う
も
ろ
こ
し
需
給
に
お

け
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
増
産
圧
力
を
緩
和

す
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
が
、
現
在
の
技
術

水
準
で
は
商
業
的
実
用
段
階
に
は
達
し
て
い

な
い
。
今
後
の
セ
ル
ロ
ー
ス
系
原
料
由
来
の

バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
生
産
拡
大
の
見
通
し
に

つ
い
て
は
技
術
開
発
次
第
と
し
か
言
え
ず
、

し
ば
ら
く
は
再
生
可
能
燃
料
供
給
の
大
部
分

を
と
う
も
ろ
こ
し
を
主
原
料
と
す
る
バ
イ
オ

エ
タ
ノ
ー
ル
に
依
存
す
る
状
況
が
続
く
も
の

と
思
わ
れ
る
。
 

　
と
う
も
ろ
こ
し
を
主
原
料
と
す
る
バ
イ
オ

エ
タ
ノ
ー
ル
需
要
量
は
、
今
後
も
拡
大
す
る

こ
と
が
見
込
ま
れ
る
が
、
こ
れ
は
バ
イ
オ
エ

タ
ノ
ー
ル
向
け
と
飼
料
用
、
糖
化
用
、
食
用
、

そ
の
他
工
業
用
向
け
と
の
競
合
が
今
後
も
激

化
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
こ
の
た
め
、
需

要
量
が
増
大
す
る
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
需
要

量
に
対
し
て
、
と
う
も
ろ
こ
し
生
産
が
キ
ャ

ッ
チ
・
ア
ッ
プ
出
来
る
か
が
今
後
の
需
給
動

向
の
鍵
を
握
る
。
　
　
　
　
 

　
米
国
農
務
省
等
の
予
測
で
は
、
遺
伝
子
組

換
え
品
種
の
作
付
け
比
率
の
増
加
、
栽
培
技

術
の
向
上
、
大
豆
か
ら
と
う
も
ろ
こ
し
へ
の

作
付
け
比
率
の
増
加
に
伴
い
、
今
後
も
着
実

に
と
う
も
ろ
こ
し
の
生
産
量
お
よ
び
輸
出
量

は
増
加
し
て
い
く
こ
と
を
予
測
し
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
予
測
ど
お
り
将
来
の

需
給
が
推
移
し
て
も
、
と
う
も
ろ
こ
し
の
価

格
は
今
後
も
上
昇
し
、
大
豆
、
畜
産
物
価
格

の
上
昇
を
も
た
ら
す
こ
と
は
避
け
ら
れ
な
い

展
開
と
な
る
。
ま
た
、
今
後
の
と
う
も
ろ
こ

し
の
期
末
在
庫
量
の
大
幅
な
減
少
予
測
も
需

給
の
不
安
定
要
因
と
し
て
懸
念
さ
れ
る
。
さ

ら
に
、
と
う
も
ろ
こ
し
価
格
上
昇
に
よ
り
、

C
R
P
（
土
壌
保
全
プ
ロ
グ
ラ
ム
）
の
契
約

期
間
が
終
了
し
た
土
地
に
と
う
も
ろ
こ
し
の

作
付
け
を
行
う
動
き
も
見
ら
れ
て
お
り
、
土

壌
に
対
す
る
悪
影
響
も
懸
念
さ
れ
る
。
 

　
米
国
農
務
省
の
予
測
は
平
年
並
み
の
天
候

を
前
提
と
し
て
い
る
た
め
、
今
後
の
天
候
要

因
に
よ
り
生
産
量
が
停
滞
す
る
場
合
は
、
生

産
量
の
伸
び
が
バ
イ
オ
エ
タ
ノ
ー
ル
向
け
国

内
と
う
も
ろ
こ
し
需
要
量
の
増
加
を
中
心
と

す
る
需
要
量
の
伸
び
を
下
回
り
、
輸
出
量
が

減
少
す
る
可
能
性
も
あ
る
。
さ
ら
に
、
２
０

０
７
年
一
般
教
書
演
説
で
も
言
及
さ
れ
た
よ

う
に
、
現
行
の
目
標
を
超
え
る
更
な
る
再
生

可
能
燃
料
基
準
が
法
制
化
さ
れ
た
場
合
、
更

に
バ
イ
オ
燃
料
需
要
は
増
大
し
、
と
う
も
ろ

こ
し
需
給
の
み
な
ら
ず
大
豆
・
畜
産
物
需
給

に
も
更
な
る
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
考
え
ら

れ
る
。
 

　
こ
の
た
め
、
今
後
の
と
う
も
ろ
こ
し
需
給

の
み
な
ら
ず
関
連
農
畜
産
物
需
給
に
も
影
響

を
与
え
る
米
国
に
お
け
る
バ
イ
オ
燃
料
政
策
、

特
に
現
行
の
目
標
を
超
え
る
更
な
る
再
生
可

能
燃
料
基
準
の
法
制
化
の
動
き
に
は
、
十
分

注
意
が
必
要
で
あ
る
。
 

 

注
（1）

M
T
B
E
は
含
酸
素
添
加
燃
料
と
し
て
の
機
能
の

ほ
か
に
、
オ
ク
タ
ン
価
向
上
剤
と
し
て
ガ
ソ
リ
ン

に
添
加
し
て
使
用
 

　
（2）
１
ガ
ロ
ン
＝
3
・
7
8
5
リ
ッ
ト
ル
。
 

　
（3）
連
邦
ガ
ソ
リ
ン
税
控
除
措
置
に
つ
い
て
は
２
０
１

０
年
末
ま
で
、
エ
タ
ノ
ー
ル
関
税
に
つ
い
て
は

2
0
0
8
年
末
ま
で
の
適
用
と
な
っ
て
い
る
。
 

　
（4）

E
10
と
は
ガ
ソ
リ
ン
に
対
し
て
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ

ー
ル
10
％
混
合
を
意
味
す
る
。
 

　
（5）

E
2
と
は
ガ
ソ
リ
ン
に
対
し
て
、
バ
イ
オ
エ
タ
ノ

ー
ル
2
％
混
合
を
意
味
す
る
。
 

　
（6）
畜
産
物
に
つ
い
て
の
予
測
期
間
は
2
0
0
5
年
か

ら
2
0
1
6
年
で
あ
る
。
 

　
（7）
ア
イ
オ
ワ
州
立
大
学
の
研
究
で
は
米
国
の
他
、
日

本
を
含
む
世
界
主
要
国
・
地
域
に
お
け
る
穀
物
・

畜
産
物
需
給
に
つ
い
て
も
予
測
を
行
っ
た
。
 

【
引
用
文
献
】 


